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（注）本問題集における解答例は、当社編集部で作成したものです。

第164回簿記検定試験　　2023年 6 月11日＜1級～3級＞
第165回簿記検定試験　　2023年11月19日＜1級～3級＞

検定試験施行予定日

【検定試験ホームページアドレス　https://www.kentei.ne.jp】
【検定情報ダイヤル（ハローダイヤル）　
050-5541-8600（年中無休　9：00～20：00）】

※試験概要、試験日程などでご不明なことがありましたら、お問い合わせください。

日本商工会議所掲載許可済̶禁無断転載

※ 「日商簿記初級」「日商原価計算初級」他 ネット試験に関する試験情報については、
商工会議所のHPよりご確認ください。

000-038028-A-ii.indd   ii000-038028-A-ii.indd   ii 2022/06/16   10:23:522022/06/16   10:23:52



まえがき

日商簿記検定とは、日本商工会議所が主催する簿記検定の略称です。

その中で１級は、簿記検定の最高峰です。

日商簿記１級の合格者には税理士の受験資格が付与されます。従っ

て、大学生の方が入学後、早い時期から税理士や会計士などの国家

試験の勉強を開始する際に、是非、チャレンジしていただきたい試

験の１つです。

日商簿記１級は試験科目が４科目あり、不得意な科目があると基準

点に達しても合格出来ない場合もあります。また、合格率も例年

10％前後となります。従って、過去試験問題を単に解答するだけで

はなく、内容や解答方法をしっかり理解し、苦手な科目を作らない

ようにしていくことが合格するための必須条件です。

本書は以上のような意図のもとに作成しております。

本書をフルに活用し、日商簿記１級に合格されることをスタッフ一

同、心よりお祈り申し上げます。

資格の大原 簿記講座
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本書の特長
『解説が充実してるのはいいけど、どこ
を見ればいいのか迷ったりすることがあ
りませんか？』
そんな方のために解答の横に「☆」を付
け、解説での確認場所を分かりやすくし
ています。

また、解説の中でも
『この仕訳の金額はどうやって導く？』
という解説の中の疑問にも答えるため、
ちょっとした計算が必要な部分にも金
額の横に「＊」を付け、解答を導きや
すくしています。

s 為替予約（買掛金）
q 為替予約時

（為　替　差　損　益） 400＊3（買　　　掛　　　金
（前 　 払 　 費 　 用） 756＊4

＊ 3 q 平成X6年 2 月20日発生分

○ｲ 21,600千円÷＠108円＝200,000ドル
取得時の直物
為 替 レ ー ト

しかも、予想配点も付けているので
解答後の習熟度も把握できます。

最後にチェックシートを使って復習
すべき問題を効率的に確認！

第149回
日付

／

／

会計学
合計

／25

／25

／10

／10

第1問

／10

／10

第2問

／2

／2

第3問

／100

／100
2

1

商業
簿記

／5

／5

工業簿記 原価計算

問1 問2 問3 問4 問5 問題1問題2

／4

／4

／6

／6

／5

／5

／8

／8

／15

／15

／10

／10

★関連法規改正にいち早く対応
関連法規改正にいち早く対応しています。近年の
日本の会計は、頻繁に改正が行われています。そ
れに伴い、現在の会計に沿う内容に修正しておりま
すので、現行法令等に沿った内容で解答することがで
きます。

解答用紙が抜き取り方式
になっており学習の際に
便利です！
解き直しには大原ブックストア
内の「解答用紙DLサービス」
をご利用ください！

連結貸借
現 金 預 金

受 取 手 形

売　掛　金

28,500

20,000＋10,000－2,800＝ 27,200 ☆ 1
前記12a

30,000＋18,000－1,500＝ 46,500 ☆ 2
前記12a

第149回 解答･解説
商 業 簿 記

�

28,500   　　�

（　  27,200　　）�☆ 1�

連 結 貸 借 対 照 表�

（単位：千円）�
資　　産　　の　　部�

20X5年 3 月31日現在�

流　動　資　産�
  現　金　預　金�
  受　取　手　形�

�

　�

�

連 結 損 益
自20X4年 4 月 1 日　

売　　上　　高�
売　上　原　価�
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費�

支 払 利 息

（為　替　差　損　益）

9,160,172

3,135

1,050

9,160,172

☆ 15

☆ 16

1

1

予想採点基準　　点×21箇所＝21点　
点× 2 箇所＝ 4 点　

合計25点
2

1

過去問題集
日商簿記1 級

2023年度受験対策用

総仕上げに！合格のための

過去10回分の試験問題を収録
〈第149回▶第162回〉

区分改訂等完全対応！

解答用紙 大原
本気に
なったら
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①日商簿記1級の本試験情報をチェック
日商簿記1級の試験概要、合格率などを記載しています。問題を解く前に一度ご確認下さい。

②日商簿記1級の出題傾向をチェック
日商簿記1級の出題傾向を記載しています。問題を解く前に一度ご確認下さい。

試験情報、出題傾向、今後の対策をチェック1

x

受験資格
年齢、学歴などの制限は一切ありません。

試験日程
2023年は年2回（6月、11月）実施されます。

試験科目
商業簿記・会計学・工業簿記・原価計算

試験時間・合格基準

出題レベル
大学程度の商業簿記、工業簿記、原価計算並びに会計学を修得し、財務諸表規則や企業

会計に関する法規を理解し、経営管理や経営分析ができる。

申込受付
①　試験日の約3カ月前に最寄りの商工会議所へお問い合わせ下さい。

最寄りの商工会議所がわからない時は、
商工会議所検定情報ダイヤル（ハローダイヤル）
1 050-5541-8600 または https://www.kentei.ne.jp にてご確認下さい。

② 最寄りの商工会議所がわかったら、受験希望地の商工会議所へ「申込日時」「申込場所」

「申込方法」をご確認下さい。

日商簿記1級の本試験情報

試験科目

商業簿記

会 計 学

工業簿記

原価計算

試験時間

商業簿記・会計学
併せて1時間30分 100点

（各科目25点）

4科目の得点合計が70点以上
但し、10点に満たない科目が
1科目でもある場合は不合格
となります。

工業簿記・原価計算
併せて1時間30分

満点 合格基準

日商簿記1級とは、日本商工会議所主催の簿記能力検定試験のことであり、
簿記検定の最高峰です。
合格された場合、税理士試験の受験資格が付与されます。

xi

受験者データ

第151回、第154回、第155回及び第160回につきましては、1級試験は実施されておりません。

全経簿記上級は、日商簿記1級と並ぶ簿記能力検定試験の最高峰の資格となります。全経簿記上級の試

験情報を参考として記載しましたのでご覧ください。

回数 実施日 受験者 合格者 合格率

第149回 平成30年 6 月10日 7,501人 1,007人 13.4％

第150回 平成30年11月18日 7,588人 680人 9.0％

第152回 令和元年 6 月 9 日 6,788人 575人 8.5％

第153回 令和元年11月17日 7,520人 735人 9.8％

第156回 令和 2年11月15日 8,553人 1,158人 13.5％

第157回 令和 3年 2 月28日 6,351人 502人 7.9％

第158回 令和 3年 6 月13日 7,594人 746人 9.8％

第159回 令和 3年11月21日 9,194人 935人 10.2％

第161回 令和 4年 6 月12日 8,918人 902人 10.1％

全経簿記上級の本試験情報参 考

受験資格 年齢、学歴などの制限は一切ありません。

試験日程 年2回（2月と7月）実施されます。

試験科目 商業簿記・会計学・工業簿記・原価計算

試験時間・合格基準

出題レベル 商業簿記、会計学、工業簿記及び原価計算について高度な知識を有し、併せて複雑な

実務処理能力を有する。

申込受付 社団法人全国経理教育協会までお問い合わせ下さい。

社団法人全国経理教育協会 1（03）3918-6131

試験科目

商業簿記

会 計 学

工業簿記

原価計算

試験時間

商業簿記・会計学
併せて1時間30分 400点

（各科目100点）

4科目の得点合計が280点以上
但し、40点に満たない科目が
1科目でもある場合は不合格と
なります。

工業簿記・原価計算
併せて1時間30分

満点 合格基準
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●商業簿記の出題傾向
近年の出題傾向としては、損益計算書や貸借対照表、連結財務諸表、決算整理後残高

試算表などを作成する総合問題が出題されています。

決算整理前残高試算表と決算整理事項等に基づいて財務諸表等を作成する総合問題の

ほか、前期末貸借対照表、期中取引、決算整理事項等に基づいて財務諸表等を作成する

総合問題も出題されており、比較的ボリュームの多い問題が出題される傾向にあります。

また、具体的な決算整理事項等については、様々なパターンが広範囲にわたって出題さ

れています。

●第149回～第162回の出題内容

日商簿記1級の

出題傾向
日商簿記1級の

出題傾向 商業簿記・会計学

日商簿記1級の

出題傾向

回数 実施年月 商業簿記 会 計 学

第150回
平成30年
11月

（1）未着品売買
（2）外貨建取引
（3）為替予約
（4）事業承継
（5）圧縮記帳
（6）外貨建有価証券など

★決算整理後残高試
算表の作成

（1）継続性の原則、ヘッジ会
計、生産高比例法、売価
還元法、退職給付引当金

（1）棚卸資産、リース会計、
自己株式、税効果会計、
連結会計

（1）財務報告の目的

★語群選択問題

★正誤判定および空
欄穴埋問題

★記述問題

第149回
平成30年
6月

★連結貸借対照表、
連結損益計算書、
連結包括利益計算
書、連結株主資本
等変動計算書（利
益剰余金の変動の
み）の作成

（1）為替予約、新株予約権
付社債、その他有価証
券（純資産の部の表示）、
棚卸資産、リース会計

（1）各金額算定
（1）合併
（2）のれんを含む減損損失の測定

★空欄穴埋問題

★退職給付会計
★合併および減損会
計

第152回
令和元年
6月

（1）ソフトウェア
（2）誤謬の訂正
（3）有価証券
（4）減価償却
（5）退職給付会計
（6）社　債など

★損益計算書の作成、
株主資本等変動計
算書上の金額算定

（1）資産除去債務、取替法、
キャッシュ・フロー計算
書、減損会計、連結会計

（1）各金額算定
（1）各金額算定

★空欄穴埋問題

★リース会計
★持分法

第153回
令和元年
11月

（1）売価還元法
（2）貸倒引当金
（3）減損会計
（4）リース会計
（5）新株予約権付社債
（6）退職給付会計など

★決算整理前残高試
算表の一部金額算
定、損益計算書の
作成、貸借対照表
上の金額算定

（1）デリバティブ取引、税効
果会計、資産除去債務、
概念フレームワーク、セ
グメント情報等の開示

（1）連結貸借対照表の作成
（2）連結財務諸表上の金額

算定

★空欄穴埋問題

★連結会計

第156回
令和2年
11月

（1）剰余金の配当等
（2）ストック・オプション
（3）自己株式
（4）圧縮記帳
（5）新株予約権など

★貸借対照表（純資
産の部）の作成

★連結損益計算書の
作成

（1）事業分離、表示方法の変更、
賃貸等不動産、為替予約

（1）個別貸借対照表上の金
額算定

（1）キャッシュ・フロー計算書、
資産除去債務、減損会計、
退職給付会計、リース会計

★空欄穴埋問題

★有価証券

★正誤判定問題
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●会計学の出題傾向
近年の出題傾向としては、第1問に理論問題が出題され、第2問、第3問では主に計算問題

が出題されます。理論問題の出題形式は、正誤判定問題、記述問題、穴埋問題が出題され

ています。

なお、出題内容ですが、比較的企業結合会計の出題が多いものの、他の項目も満遍なく出

題されています。今後、新会計基準や法令の改正点の出題が多くなると予想されますが、

試験内容としては、偏りなく出題されてくるでしょう。

回数 実施年月 商業簿記 会 計 学

第161回
令和4年
6月

（1）収益認識
（2）貸倒引当金
（3）有価証券
（4）退職給付会計
（5）税効果会計など

（1）収益認識
（2）為替予約
（3）減価償却
（4）自己株式
（5）減損会計など

（1）純資産の部の表示、金融
商品、棚卸資産、キャッ
シュ・フロー計算書

（1）各金額算定
（1）各金額算定

★空欄穴埋問題

★リース会計
★在外子会社

第162回
令和4年
11月

（1）棚卸資産、減損会計、金融
商品、引当金、企業結合、
キャッシュ・フロー計算書、
財務諸表における表示など

（1）収益認識
（2）連結会計
（3）転換社債型新株予約権付社債

★正誤判定問題

★空欄穴埋問題

第157回
令和3年
2月

（1）外貨建取引
（2）為替予約
（3）資産除去債務
（4）自己株式
（5）退職給付会計など

★決算整理前残高試
算表の一部金額算
定、損益計算書の
作成、貸借対照表
上の金額算定

（1）減損会計
（2）リース会計
（3）連結会計
（4）ストック・オプション
（5）株式交換

★空欄穴埋問題

第158回
令和3年
6月

（1）貸倒引当金
（2）有価証券
（3）新株予約権付社債など

★決算整理後残高試
算表の作成

★持分法による投資損益の
算定、連結貸借対照表の
作成、連結除外による持
分法評価額の算定

（1）包括利益、連結会計、
偶発債務、セグメント
情報等の開示、引当金

（1）損益計算書の作成、株主資本
等変動計算書上の金額算定

（1）棚卸資産、企業結合、税効果会
計、四半期財務諸表、繰延資産

★空欄穴埋問題

★会計上の変更

★正誤判定問題

第159回
令和3年
11月

（1）在外支店
（2）内部利益の消去
（3）為替予約
（4）有価証券
（5）退職給付会計など

★本支店会計におけ
る決算整理前残高
試算表の一部金額
算定、本支店合併
損益計算書の作成、
本支店合併貸借対
照表上の金額算定

★損益計算書の作成、
貸借対照表の作成

★貸借対照表の作成、
金額算定

（1）社債、資産除去債務、リース
会計、連結会計、セグメント
情報等の開示、包括利益、会
社法、金融商品取引法など

（1）ソフトウェア
（2）分配可能額、剰余金の配当等
（3）共同新設分割

★正誤判定問題

★空欄穴埋問題

本書の利用方法

日商簿記1級に合格する
ためには、出題内容を
把握し、傾向を掴むこ
とは大切なことであり、
必須条件です。

日商1級は、税理士、公
認会計士などの国家試験
の登竜門として、大学程
度の商業簿記、工業簿記、
原価計算並びに会計学
が出題される難易度の高
い試験になります。
また、日商簿記1級と試験
範囲、合格率、受験難易
度など同等の全経簿記上
級の試験概要も記載して
います。日商1級検定後、
1ヵ月から3ヵ月後（2月と7
月）に実施されますので、
日商検定とあわせての受
験をご検討下さい。
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本書の利用方法

①時間を計って解きましょう。
本試験問題の制限時間は、商業簿記と会計学を併せて1時間30分、工業簿記と原価計算を併せて1

時間30分となります。時間を効率よく使うことが合格の秘訣です。そのためにも、必ず時間を計り

ましょう。

問題を解く2

②問題文を読み、解答しやすい問題から解きましょう。
本試験問題を解くにあたって、制限時間内に合格点を取ることを目標とすることが大切です。合格

点は、4科目の合計が100点満点中70点となります（但し、1級は10点未満が1科目でもあれば4科目の合

計が70点以上でも不合格となります）。ですから、商業簿記と会計学を併せて35点以上、工業簿記と

原価計算も併せて35点以上取ることを目標に解答していきましょう。（試験制度についてはP.Xを参照）

制 限 時 間
1時間30分商業簿記･会計学

平成30年6月10日施行

第149回

2

検
定
試
験
問
題

商 業 簿 記 解答用紙
�別冊P2

解答・解説
�P108

問　題

 　Ｐ社は、20X1年 3 月31日にＳ社を取得し、以後同社を子会社として連結財務諸表を作成

している。よって、下記の資料にもとづき、答案用紙の20X4年度（20X4年 4 月 1 日から

20X5年 3 月31日までの 1 年）における連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計

算書および連結株主資本等変動計算書（利益剰余金の変動のみ）を作成しなさい。なお、連結

会計年度は、毎年 4 月 1 日から翌 3 月31日までの 1 年とする。貸倒引当金および税効果に

ついては、無視することとする。

　 1 ．Ｐ社によるＳ社株式の取得状況は、次のとおりである。

取 得 比 率 取 得 原 価

20X1年 3 月31日 60% 70,000千円

20X4年 3 月31日 20% 25,000千円

　 2 ．Ｓ社の株主資本の推移に関する資料は、次のとおりである。

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金

20X1年 3 月31日 50,000千円 10,000千円 30,000千円

20X4年 3 月31日 50,000千円 10,000千円 45,000千円

　　 　なお、20X1年 3 月31日現在Ｓ社が保有する資産および負債のうち、土地に2,000千円の評
価差額（評価益）があった。のれんは、発生年度の翌年度より、10年間にわたり定額法によっ
て償却する。

　 3  ．20X4年度中において、Ｐ社のＳ社に対する売上高は10,000千円であり、Ｓ社のＰ社からの
仕入高は9,600千円であった。なお、20X3年度末においては、商品の未達はなかった。

　 4  ．Ｓ社の20X3年度末および20X4年度末における手許の棚卸資産（未達分を含まない）には、
Ｐ社から仕入れたものがそれぞれ1,000千円および800千円あった。なお、Ｐ社のＳ社に対す
る売上総利益率は、20X3年度および20X4年度において一貫して25%であった。

　 5  ．20X4年度末におけるＳ社の支払手形のうち2,800千円は、Ｐ社に対して振り出したもので
あった。また、20X4年度末におけるＳ社のＰ社に対する買掛金（未達分を含まない）は、1,100
千円であった。

　 6  ．20X4年10月 1 日にＳ社はＰ社に備品（帳簿価額5,000千円）を6,000千円で売却した（売却益
は特別利益に計上している）。当該備品の残存価額はゼロ、残存耐用年数は 5 年である。減価
償却費（一般管理費に含める）は、定額法により計上し、 1 年に満たない分は月割計算による。
これに関連して、20X4年度末におけるＰ社の営業外支払手形3,000千円はＳ社に対して振り出
したものであり、うち1,000千円はＳ社が銀行で割引きに付している（手数料は無視する）。
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　 7  ．20X4年度中におけるＰ社およびＳ社の支払配当金は、それぞれ2,000千円、1,000千円であっ
た。なお、Ｐ社は、受取配当金を営業外収益に計上している。

　 8  ．20X3年度末におけるＰ社のその他有価証券の時価は、18,000千円であった。Ｐ社は、20X4

年度中においてその他有価証券の売買を行っていない。また、Ｓ社のその他有価証券は、
20X4年度中において取得したものである。

　 9  ．Ｐ社およびＳ社の20X4年度における貸借対照表および損益計算書は、次のとおりである。

　貸　借　対　照　表　
 20X5年 3 月31日現在 （単位：千円）

資　　　産 Ｐ　社 Ｓ　社 負債・純資産 Ｐ　社 Ｓ　社
現　金　預　金 10,000 18,500 支　払　手　形 13,000 4,000
受　取　手　形 20,000 10,000 買　　掛　　金 20,000 5,200
売　　掛　　金 30,000 18,000 営業外支払手形 3,000
棚　卸　資　産 19,000 12,000 短 期 借 入 金 5,000 5,000
営業外受取手形 6,000 長 期 借 入 金 40,000 9,000
有形固定資産 70,000 60,000 資　　本　　金 100,000 50,000
Ｓ　社　株　式 95,000 資 本 剰 余 金 20,000 10,000
その他有価証券 20,000 7,000 利 益 剰 余 金 60,000 46,800

その他有価証券評価差額金 3,000 1,500
264,000 131,500 264,000 131,500

　損　益　計　算　書　
 自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日 （単位：千円）

費　　　用 Ｐ　社 Ｓ　社 収　　　　益 Ｐ　社 Ｓ　社
売　上　原　価 37,500 22,000 売　　上　　高 50,000 30,000
販　　売　　費 3,000 2,000 営 業 外 収 益 2,000 1,000
一 般 管 理 費 3,000 2,500 特　別　利　益 1,000
営 業 外 費 用 2,500 1,500
法人税・住民税・事業税 2,000 1,200
当 期 純 利 益 4,000 2,800

52,000 32,000 52,000 32,000

解
答
用
紙

制 限 時 間
1時間30分

平成30年6月10日施行

第149回商業簿記･会計学

2

商 業 簿 記 問 題
� P 2

解答・解説
�P108

連 結 貸 借 対 照 表
20X5年 3月31日現在

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

流　動　資　産

現 金 預 金 28,500
受 取 手 形（ ）

売 　 掛 　 金（ ）

棚 卸 資 産（ ）

営業外受取手形（ ）（ ）

固　定　資　産

有形固定資産（ ）

（ ）（ ）

その他有価証券（ ）（ ）

資 産 合 計 （ ）

連 結 損 益 計 算 書
自20X4年 4月 1日　至20X5年 3月31日

（単位：千円）

売 上 高 （ ）

売 上 原 価 （ ）

売 上 総 利 益 （ ）

販売費及び一般管理費

販 売 費 5,000
一 般 管 理 費 （ ）

（ ）（ ）（ ）

営 業 利 益 （ ）

営 業 外 収 益 （ ）

営 業 外 費 用 （ ）

税金等調整前当期純利益 （ ）

法人税・住民税・事業税 3,200
当 期 純 利 益 （ ）

非支配株主に帰属 （ ）する当期純利益

親会社株主に帰属 （ ）する当期純利益

連 結 包 括 利 益 計 算 書
自20X4年 4月 1日　至20X5年 3月31日

（単位：千円）

当 期 純 利 益 （ ）

その他の包括利益 （ ）

包 括 利 益 （ ）

親会社株主に係る （ ）包 括 利 益

非支配株主に係る （ ）包 括 利 益

連結株主資本等変動計算書
自20X4年 4月 1日　至20X5年 3月31日

（単位：千円）

利益剰余金当期首残高 （ ）

親会社株主に帰属 （ ）する当期純利益

配 当 金 （ ）

利益剰余金当期末残高 （ ）

負　　債　　の　　部

流　動　負　債

支 払 手 形（ ）

買 　 掛 　 金（ ）

短 期 借 入 金（ ）（ ）

固　定　負　債

長 期 借 入 金（ ）（ ）

負 債 合 計 （ ）

純 資 産 の 部

株　主　資　本

資 　 本 　 金 （ ）

資 本 剰 余 金 （ ）

利 益 剰 余 金 （ ）

その他の包括利益累計額 （ ）

（ ） （ ）

純資産合計 （ ）

負債・純資産合計 （ ）
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会 計 学 問 題
� P 4

解答・解説
�P113

第1問

（イ）

（ハ）

（ホ）

（ロ）

（ニ）

第2問

問 次の各項目の金額を求めなさい。

q 退職給付費用　　　w 退職給付引当金　　　e 法人税等調整額

r 連結貸借対照表における退職給付に係る負債

t 連結包括利益計算書における退職給付に係る調整額（税効果の金額控除後）

q

r

千円

千円

w

t

千円

千円

e 千円

第3問

問1 合併直前の甲社の諸資産の帳簿価額を求めなさい。

千円

問2 合併時に事業Ｂに配分されるのれんの金額を求めなさい。

千円

問3 20X8年 3 月31日の決算にあたってのれん配分前の事業Ａを構成する資産から生じる減

損損失を求めなさい。

千円

問4 20X8年 3 月31日の決算にあたってのれんを含むより大きな単位で事業Ａに生じる減損

損失を求めなさい。

千円

問5 20X8年 3月31日における減損損失控除後ののれんの帳簿価額を求めなさい。

千円
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解答後は、必ず、本書に明記されている予想配点に基づき、自己採点を行い、採点結果をチェッ

クシートに記入して下さい。

解答の確認3

習熟度の目安（各科目）

20点以上
合格ラインに
達しています。
まずは、間違い箇

所のチェックを中心
に行い、その後は、
苦手項目及び未解答
の本試験問題を解答
し、仕上げましょう。

19点～10点
あと､もう少しです｡
まずは、間違い箇所のチ
ェックを行うと共に、解説
は必ず一通り目を通し、理
解を深めて下さい。その後
は、その問題の解き直し、
さらに類似問題があれば必
ず解答しましょう。

10点未満
この場合2つの原因が考えられます。

●問われていることが分からない場合
出題内容の理解不足が考えられます。テキスト（日商簿
記1級や全経簿記上級の基本書など）や解説を再確認し理解
を深めてから再度解答しましょう。

●どこから手をつけていいか分からない場合
総合問題のトレーニング不足が考えられます。この場合は、
通常とは逆に解説で解答方法の流れを確認しながら、再度解
答するようにしましょう。

どちらの場合でも、解答する際に時間を計る必要はありませ
ん。それよりも理解を深めることや解答方法をマスターするこ
とが重要です。それができたら時間を計って解答して下さい。

参 考

（注）予想配点を明記するとどうしても、模範解答の配点部分だけに目がいってしまいますが、配点がない箇所も必ず合っているか確認しましょう。

xvi

問題を解いたら、必ず採点し、
チェックシートに得点を記入しましょう。
これにより、どこが苦手項目か、
どこを重点的に復習すべきなのかを把握しま
しょう。
チェックシートは、問題ごとに2回分用意してい
ますので得点の低かった回数について再度解答
しましょう。

日付

／

／

会計学
合計

／25

／25

／15

／15

問題1

／5

／5

問題2

／4

／4

問題3

／100

／100
2

1

商業
簿記

／5

／5

工業簿記 原価計算

問1 問2 問3 問4 第1問第2問

／2

／2

／5

／5

／14

／14

／18

／18

／7

／7

第150回

第149回
日付

／

／

会計学
合計

／25

／25

／10

／10

第1問

／10

／10

第2問

／2

／2

第3問

／100

／100
2

1

商業
簿記

／5

／5

工業簿記 原価計算

問1 問2 問3 問4 問5 問題1問題2

／4

／4

／6

／6

／5

／5

／8

／8

／15

／15

／10

／10

Check
Sheet

／25 ／5 ／10 ／10 ／100／19

第152回
日付

／

／

商業
簿記

会計学
合計

／25 ／5 ／10 ／10

第1問第2問第3問

／100

2

1
／19 ／6

／6

第1問第2問

工業簿記 原価計算

問1 問2 問3 問4 問5

／4

／4

／2

／2

／2

／2

／2

／2

／15

／15

第153回
日付

／

／

商業簿記 会計学

／5 ／15 ／5

／5 ／15 ／5

／11

／11

問題1

／14

／14

問題2問1 問2 問3

2

1

工業簿記

問1 問2 問3 問4 問5
合計

／100

／100

原価計算

／12

／12

第1問

／13

／13

第2問

／5 ／4

／4

／5

／5

／5

／5

／6

／6／5

xvii

第156回
日付

／

／

会計学
合計

／12

／12

／5

／5

第1問

／11

／11

第2問

／9

／9

第3問

／100

／100
2

1

商業簿記

第1問第2問

／13

／13

工業簿記 原価計算

第1問第2問 問1 問2 問3

／7

／7

／10

／10

第3問

／8

／8

／4

／4

／7

／7

／14

／14

第157回
日付

／

／

会計学 合計

／5

／5

／5

／5

問3

／25

／25

／8

／8

問1

／100

／100
2

1

商業簿記

問1 問2

／15

／15

工業簿記 原価計算

問2 問3 問5 第1問第2問

／5

／5

／5

／5

問4

／6

／6

／1

／1

／14

／14

／11

／11

第159回
日付

／

／

会計学
合計

／5

／5

／5

／5

問3

／8

／8

／17

／17

第2問第1問

／100

／100
2

1

商業簿記

問1 問2

／15

／15

工業簿記 原価計算

問1 問2 第1問第2問第3問

／14

／14

／9

／9

問3

／2

／2

／5

／5

／10

／10

／10

／10

第158回
日付

／

／

会計学
合計

／15

／15

／5

／5

第1問第2問

／10

／10

／10

／10

第3問

／100

／100
2

1

商業簿記

第1問第2問

／10

／10

工業簿記 原価計算

第1問第2問 第2問

／17

／17

／8

／8

第1問

／21

／21

／4

／4

小問ごとに点数記入欄を設けていますの
で、より細かく習熟度を把握することがで
きます。また、チェックシートは、問題ご
とに2回分用意しています。
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解
答
・
解
説

第149回 解答･解説
商 業 簿 記

（　  70,000　　）�
（　  49,550　　）�
（　  20,450　　）�

�
�
�

（　  11,880　　）�
（　　8,570　　）�
（　　2,200　　）�
（　　4,000　　）�
（　　6,770　　）�

3,200   　　�
（　　3,570　　）�

（　　　380　　）�

�
（　　3,190　　）�

�

28,500   　　�

（　  27,200　　）�
（　  46,500　　）�
（　  31,100　　）�
（　　4,000　　）�

�

（　131,100　　）�
（　　8,880　　）�
（　  27,000　　）�

�

☆ 1�

☆ 2�

☆ 3�

☆ 4�

�

☆ 5�

☆ 6�

☆ 7

連 結 貸 借 対 照 表�

（単位：千円）�
資　　産　　の　　部�

20X5年 3 月31日現在�

1

1

1

1

1

流　動　資　産�
  現　金　預　金�
  受　取　手　形�
  売　　掛　　金�
  棚　卸　資　産�
  営業外受取手形�
固　定　資　産�
  有形固定資産�
 ( の　　れ　　ん)�
  その他有価証券�
  　資 産 合 計�

�

　�

�
�
�

（　137,300　　）�
�

�

�

（　166,980　　）�
（　304,280　　）�

�

（　  14,200　　）�
（　  24,100　　）�
（　  11,000　　）�

�
（　  49,000　　）�

�
�
�

☆ 8�

☆ 9�

☆10�

�

☆11

負　　債　　の　　部�

1

1

1

1

1

1

1

1

流　動　負　債�
  支　払　手　形�
  買　　掛　　金�
  短 期 借 入 金�
固　定　負　債�
  長 期 借 入 金�
  　負 債 合 計�

�

　�

�
（　  49,300　　）�

�
（　  49,000　　）�
（　  98,300　　）�

純　資　産　の　部�

株　主　資　本�
  資　　本　　金�
  資 本 剰 余 金�
  利 益 剰 余 金�
その他の包括利益累計額�
 (非支配株主持分)�
      純 資産合計�
      負債・純資産合計�

�

（　100,000　　）�
（　  16,400　　）�
（　  63,500　　）�
（　　4,200　　）�
（　  21,880　　）�
（　205,980　　）�
（　304,280　　）�

☆12�

☆13�

☆14�

☆15�

☆16

�

�

�

�

5,000   　　�

（　　5,400　　）�
（　　1,480　　）�

�

�

�

☆19�

☆20

☆21�

☆22

☆23�

�

☆24

☆17�

☆18

連 結 損 益 計 算 書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1

1

1

1

1

1

売　　上　　高�
売　上　原　価�
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費�
販　　売　　費�
一 般 管 理 費�

(の れ ん 償 却 額)�
営　業　利　益�
営 業 外 収 益�
営 業 外 費 用�
税金等調整前当期純利益�
法人税・住民税・事業税�
当 期 純 利 益�

非支配株主に帰属�
する当期純利益�

親会社株主に帰属�
する当期純利益 

連 結 包 括 利 益 計 算 書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1

1

当 期 純 利 益�
その他の包括利益�
包　括　利　益�

親会社株主に係る�
包　括　利　益�

非支配株主に係る�
包　括　利　益�

（　　3,570　　）�
（　　3,500　　）�
（　　7,070　　）�

（　　6,390　　）�
�

（　　　680　　）�
�
�
�
�

（　  62,310　　）�

（　　3,190　　）�

（　　2,000　　）�
（　  63,500　　）�

☆30�

☆31�

☆32�

☆33

連結株主資本等変動計算書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1利益剰余金当期首残高�

親会社株主に帰属�
する当期純利益�
配　　当　　金�
利益剰余金当期末残高�

☆25�

☆26�

☆27�

☆28�

�

☆29�

�

予想採点基準　　点×25箇所＝25点　合計25点1

109

第149回 商 業 簿 記

第
149
回

第
150
回

第
152
回

第
153
回

第
156
回

解　説�

解説上、仕訳の金額は単位千円とする。
1．Ｓ社の資本の推移

2．子会社の資産および負債の時価評価
（有 形 固 定 資 産） 2,000 （評 　 価 　 差 　 額） 2,000

3．開始仕訳
（資　　　本　　　金） 50,000 （Ｓ 　 社 　 株 　 式） 95,000

当期首残高

（資　本　剰　余　金） 13,600 （非 支 配 株 主 持 分） 21,400
当期首残高 当期首残高

（利　益　剰　余　金） 40,440
当期首残高

（評 　 価 　 差 　 額） 2,000
（の　　　れ　　　ん） 10,360

開始仕訳は次のaからfの仕訳を累積したものである。

a 投資と資本の相殺消去
（資　　　本　　　金） 50,000 （Ｓ 　 社 　 株 　 式） 70,000

当期首残高

（資　本　剰　余　金） 10,000 （非 支 配 株 主 持 分） 36,800
当期首残高 当期首残高

（利　益　剰　余　金） 30,000
当期首残高

（評 　 価 　 差 　 額） 2,000
（の　　　れ　　　ん） 14,800

q のれん　70,000千円－(50,000千円＋10,000千円＋30,000千円＋2,000千円)×60％＝14,800千円
Ｓ 社 株 式 Ｓ社資本金 Ｓ　　　社 Ｓ　　　社 評価差額 親 会 社
の取得原価 資本剰余金 利益剰余金 持分割合

w 非支配株主持分　(50,000千円＋10,000千円＋30,000千円＋2,000千円)×40％＝36,800千円
Ｓ社資本金 Ｓ　　　社 Ｓ　　　社 評価差額 非支配株主

資本剰余金 利益剰余金 持 分 割 合

s のれんの償却
（利　益　剰　余　金） 4,440 （の　　　れ　　　ん） 4,440

当期首残高

14,800千円× × 3 年＝4,440千円
1 年

10年

利益剰余金�
配 当 金

当期純利益�

△1,000千円

2,800千円�
30,000千円� (15,000千円) 45,000千円� 46,800千円�

その他有価証券�
評 価 差 額 金�

0千円� (1,500千円) 1,500千円�

評 価 差 額�

資　本　金�50,000千円� 50,000千円� 50,000千円�

資本剰余金�10,000千円� 10,000千円� 10,000千円�

60％を70,000千円で取得� 20％を25,000千円で取得�

20X4年�
 3 ／31

20X1年�
 3 ／31

連結第 4 年度�

20X5年�
 3 ／31

2,000千円�

の　れ　ん� 10,360千円� (△1,480千円) 8,880千円�14,800千円� (△4,440千円)

模範解答には、予想配点を記載しています。
なお、解説につきましては、図解を掲載し、
また解答をより導きやすくするため、補足
する文章も掲載しています。
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解
答
・
解
説

第149回 解答･解説
商 業 簿 記

（　  70,000　　）�
（　  49,550　　）�
（　  20,450　　）�

�
�
�

（　  11,880　　）�
（　　8,570　　）�
（　　2,200　　）�
（　　4,000　　）�
（　　6,770　　）�

3,200   　　�
（　　3,570　　）�

（　　　380　　）�

�
（　　3,190　　）�

�

28,500   　　�

（　  27,200　　）�
（　  46,500　　）�
（　  31,100　　）�
（　　4,000　　）�

�

（　131,100　　）�
（　　8,880　　）�
（　  27,000　　）�

�

☆ 1�

☆ 2�

☆ 3�

☆ 4�

�

☆ 5�

☆ 6�

☆ 7

連 結 貸 借 対 照 表�

（単位：千円）�
資　　産　　の　　部�

20X5年 3 月31日現在�

1

1

1

1

1

流　動　資　産�
  現　金　預　金�
  受　取　手　形�
  売　　掛　　金�
  棚　卸　資　産�
  営業外受取手形�
固　定　資　産�
  有形固定資産�
 ( の　　れ　　ん)�
  その他有価証券�
  　資 産 合 計�

�

　�

�
�
�

（　137,300　　）�
�

�

�

（　166,980　　）�
（　304,280　　）�

�

（　  14,200　　）�
（　  24,100　　）�
（　  11,000　　）�

�
（　  49,000　　）�

�
�
�

☆ 8�

☆ 9�

☆10�

�

☆11

負　　債　　の　　部�

1

1

1

1

1

1

1

1

流　動　負　債�
  支　払　手　形�
  買　　掛　　金�
  短 期 借 入 金�
固　定　負　債�
  長 期 借 入 金�
  　負 債 合 計�

�

　�

�
（　  49,300　　）�

�
（　  49,000　　）�
（　  98,300　　）�

純　資　産　の　部�

株　主　資　本�
  資　　本　　金�
  資 本 剰 余 金�
  利 益 剰 余 金�
その他の包括利益累計額�
 (非支配株主持分)�
      純 資産合計�
      負債・純資産合計�

�

（　100,000　　）�
（　  16,400　　）�
（　  63,500　　）�
（　　4,200　　）�
（　  21,880　　）�
（　205,980　　）�
（　304,280　　）�

☆12�

☆13�

☆14�

☆15�

☆16

�

�

�

�

5,000   　　�

（　　5,400　　）�
（　　1,480　　）�

�

�

�

☆19�

☆20

☆21�

☆22

☆23�

�

☆24

☆17�

☆18

連 結 損 益 計 算 書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1

1

1

1

1

1

売　　上　　高�
売　上　原　価�
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費�
販　　売　　費�
一 般 管 理 費�

(の れ ん 償 却 額)�
営　業　利　益�
営 業 外 収 益�
営 業 外 費 用�
税金等調整前当期純利益�
法人税・住民税・事業税�
当 期 純 利 益�

非支配株主に帰属�
する当期純利益�

親会社株主に帰属�
する当期純利益 

連 結 包 括 利 益 計 算 書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1

1

当 期 純 利 益�
その他の包括利益�
包　括　利　益�

親会社株主に係る�
包　括　利　益�

非支配株主に係る�
包　括　利　益�

（　　3,570　　）�
（　　3,500　　）�
（　　7,070　　）�

（　　6,390　　）�
�

（　　　680　　）�
�
�
�
�

（　  62,310　　）�

（　　3,190　　）�

（　　2,000　　）�
（　  63,500　　）�

☆30�

☆31�

☆32�

☆33

連結株主資本等変動計算書�

（単位：千円）�
自20X4年 4 月 1 日　至20X5年 3 月31日�

1

1利益剰余金当期首残高�

親会社株主に帰属�
する当期純利益�
配　　当　　金�
利益剰余金当期末残高�

☆25�

☆26�

☆27�

☆28�

�

☆29�

�

予想採点基準　　点×25箇所＝25点　合計25点1
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解　説�

解説上、仕訳の金額は単位千円とする。
1．Ｓ社の資本の推移

2．子会社の資産および負債の時価評価
（有 形 固 定 資 産） 2,000 （評 　 価 　 差 　 額） 2,000

3．開始仕訳
（資　　　本　　　金） 50,000 （Ｓ 　 社 　 株 　 式） 95,000

当期首残高

（資　本　剰　余　金） 13,600 （非 支 配 株 主 持 分） 21,400
当期首残高 当期首残高

（利　益　剰　余　金） 40,440
当期首残高

（評 　 価 　 差 　 額） 2,000
（の　　　れ　　　ん） 10,360

開始仕訳は次のaからfの仕訳を累積したものである。

a 投資と資本の相殺消去
（資　　　本　　　金） 50,000 （Ｓ 　 社 　 株 　 式） 70,000

当期首残高

（資　本　剰　余　金） 10,000 （非 支 配 株 主 持 分） 36,800
当期首残高 当期首残高

（利　益　剰　余　金） 30,000
当期首残高

（評 　 価 　 差 　 額） 2,000
（の　　　れ　　　ん） 14,800

q のれん　70,000千円－(50,000千円＋10,000千円＋30,000千円＋2,000千円)×60％＝14,800千円
Ｓ 社 株 式 Ｓ社資本金 Ｓ　　　社 Ｓ　　　社 評価差額 親 会 社
の取得原価 資本剰余金 利益剰余金 持分割合

w 非支配株主持分　(50,000千円＋10,000千円＋30,000千円＋2,000千円)×40％＝36,800千円
Ｓ社資本金 Ｓ　　　社 Ｓ　　　社 評価差額 非支配株主

資本剰余金 利益剰余金 持 分 割 合

s のれんの償却
（利　益　剰　余　金） 4,440 （の　　　れ　　　ん） 4,440

当期首残高

14,800千円× × 3 年＝4,440千円
1 年

10年

利益剰余金�
配 当 金

当期純利益�

△1,000千円

2,800千円�
30,000千円� (15,000千円) 45,000千円� 46,800千円�

その他有価証券�
評 価 差 額 金�

0千円� (1,500千円) 1,500千円�

評 価 差 額�

資　本　金�50,000千円� 50,000千円� 50,000千円�

資本剰余金�10,000千円� 10,000千円� 10,000千円�

60％を70,000千円で取得� 20％を25,000千円で取得�

20X4年�
 3 ／31

20X1年�
 3 ／31

連結第 4 年度�

20X5年�
 3 ／31

2,000千円�

の　れ　ん� 10,360千円� (△1,480千円) 8,880千円�14,800千円� (△4,440千円)
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d 増加利益剰余金の非支配株主持分への振替え
（利　益　剰　余　金） 6,000 （非 支 配 株 主 持 分） 6,000

当期首残高 当期首残高

(45,000千円－30,000千円)×40％＝6,000千円
増加利益剰余金 非支配株主

持 分 割 合

f Ｓ社株式の追加取得
（非 支 配 株 主 持 分） 21,400 （Ｓ 　 社 　 株 　 式） 25,000

当期首残高

（資　本　剰　余　金） 3,600
当期首残高

q 非支配株主持分　(50,000千円＋10,000千円＋45,000千円＋2,000千円)×20％＝21,400千円
Ｓ社資本金 Ｓ　　　社 Ｓ　　　社 評価差額 追加取得

資本剰余金 利益剰余金 持分割合

w 資本剰余金　25,000千円－21,400千円＝3,600千円

4．のれんの償却
（の れ ん 償 却 額） 1,480 （の　　　れ　　　ん） 1,480

14,800千円× ＝1,480千円

5．当期純利益の非支配株主持分への振替え
（非支配株主に帰属する当期純損益） 560 （非 支 配 株 主 持 分） 560

当期変動額

2,800千円×20％＝560千円
非支配株主
持 分 割 合

6．配当金の修正
（非 支 配 株 主 持 分） 200 （配　　　当　　　金） 200

当期変動額

（営　業　外　収　益） 800 （配　　　当　　　金） 800
a 非支配株主負担額 1,000千円×20％＝200千円

非支配株主
持 分 割 合

s 親会社負担額 1,000千円×80％＝800千円
親 会 社
持分割合

7．増加その他有価証券評価差額金の非支配株主持分への振替え
（その他有価証券評価差額金） 300 （非 支 配 株 主 持 分） 300

当期変動額 当期変動額

(1,500千円－ 0 千円)×20％＝300千円
増加その他有価 非支配株主
証券評価差額金 持 分 割 合

8．未達取引
（棚 　 卸 　 資 　 産） 400 （買　　　掛　　　金） 400

10,000千円－9,600千円＝400千円
Ｐ社のＳ社に Ｓ 社 の Ｐ 社
対する売上高 からの仕入高

9．期首棚卸資産に含まれる未実現利益の調整
a 開始仕訳

（利　益　剰　余　金） 250 （棚 　 卸 　 資 　 産） 250
当期首残高

1,000千円×25％＝250千円
20X3年度末 売上総利益率
棚 卸 資 産

s 実現仕訳（逆仕訳）
（棚 　 卸 　 資 　 産） 250 （売 　 上 　 原 　 価） 250

1 年

10年
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10．商品売買取引の相殺消去
（売　　　上　　　高） 10,000 （売 　 上 　 原 　 価） 10,000

11．期末棚卸資産に含まれる未実現利益の消去
（売 　 上 　 原 　 価） 300 （棚 　 卸 　 資 　 産） 300

(800千円＋400千円)×25％＝300千円
20X4年度末 未達分 売上総利益率
棚 卸 資 産

12．連結会社相互間取引の相殺消去
a 売上債権・仕入債務

（支 　 払 　 手 　 形） 2,800 （受 　 取 　 手 　 形） 2,800
（買　　　掛　　　金） 1,500 （売　　　掛　　　金） 1,500
買掛金　1,100千円＋400千円＝1,500千円

未達分

s 償却性資産に係る未実現利益の消去
（特 　 別 　 利 　 益） 1,000 （有 形 固 定 資 産） 1,000
（有 形 固 定 資 産） 100 （一　般　管　理　費） 100
（非 支 配 株 主 持 分） 180 （非支配株主に帰属する当期純損益） 180

当期変動額

q 固定資産売却益（特別利益） 6,000千円－5,000千円＝1,000千円
売却価額 帳簿価額

w 減価償却費（一般管理費）の修正額　1,000千円÷ 5 年× ＝100千円
帳簿価額の修正額 耐用年数

e 非支配株主持分　(1,000千円－100千円)×20％＝180千円
未　実　現　利　益 非支配株主

持 分 割 合

d 営業外債権・営業外債務
（営 業 外 支 払 手 形） 2,000 （営 業 外 受 取 手 形） 2,000
3,000千円－1,000千円＝2,000千円

割引分

f 手形の割引
（営 業 外 支 払 手 形） 1,000 （短　期　借　入　金） 1,000

13．連結包括利益計算書の各金額
a 当期純利益　3,570千円☆ 25

連結損益計算書計上額

s その他の包括利益（その他有価証券評価差額金）
q Ｐ社当期変動額

q 当期首残高　18,000千円－(20,000千円－3,000千円)＝1,000千円（評価益）
20X3年度末時価 その他有価証券の取得価額

w 3,000千円－1,000千円＝2,000千円

w Ｓ社当期変動額　1,500千円－ 0 千円＝1,500千円

e q＋w＝3,500千円☆ 26

d 包括利益　a＋s＝7,070千円☆ 27

f 親会社株主に係る包括利益　3,190千円＋2,000千円＋1,500千円×80％＝6,390千円☆ 28
親会社株主に帰属 Ｐ社当期変動額 Ｓ社当期変動額 親 会 社
する当期純利益 持分割合

g 非支配株主に係る包括利益　380千円＋1,500千円×20％＝680千円☆ 29
非支配株主に帰属 Ｓ社当期変動額 非支配株主
する当期純利益 持 分 割 合

6 ヵ月

12ヵ月
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連結貸借対照表 （単位：千円）
現 金 預 金

受 取 手 形

売　掛　金

棚 卸 資 産

営業外受取手形

有形固定資産

の　れ　ん

その他有価証券

28,500

20,000＋10,000－2,800＝ 27,200 ☆ 1
前記12a

30,000＋18,000－1,500＝ 46,500 ☆ 2
前記12a

19,000＋12,000＋400－250
前記 8 前記 9 a

＋250－300＝ 31,100 ☆ 3
前記 9 s 前記11

6,000－2,000＝ 4,000 ☆ 4
前記12d

70,000＋60,000＋2,000
前記 2

－1,000＋100＝ 131,100 ☆ 5
前記12s 前記12s

10,360－1,480＝ 8,880 ☆ 6
前記 3 前記 4

20,000＋7,000＝ 27,000 ☆ 7

支 払 手 形

買　掛　金

短期借入金

長期借入金

資　本　金

資本剰余金

利益剰余金

その他の包括利益累計額

非支配株主持分

13,000＋4,000－2,800＝ 14,200 ☆ 8
前記12a

20,000＋5,200＋400－1,500＝ 24,100 ☆ 9
前記 8 前記12a

5,000＋5,000＋1,000＝ 11,000 ☆ 10
前記12f

40,000＋9,000＝ 49,000 ☆ 11

100,000＋50,000－50,000＝100,000 ☆ 12
前記 3

20,000＋10,000－13,600＝ 16,400 ☆ 13
前記 3

貸借差額または連結株主資本等変動計算書より 63,500 ☆ 14

3,000＋1,500－300＝ 4,200 ☆ 15
前記 7

21,400＋560－200＋300－180＝ 21,880 ☆ 16
前記 3 前記 5 前記 6 前記 7 前記12s

連結損益計算書 （単位：千円）
売 上 原 価

販　売　費

一般管理費

のれん償却額

営業外費用

法人税・住民税・事業税

非支配株主に帰属
する当期純利益

親会社株主に帰属
する当期純利益

37,500＋22,000－250－10,000＋300＝ 49,550 ☆ 18
前記 9 s 前記10 前記11

5,000

3,000＋2,500－100＝ 5,400 ☆ 19
前記12s

1,480 ☆ 20
前記 4

2,500＋1,500＝ 4,000 ☆ 22

3,200

560－180＝ 380 ☆ 23
前記 5 前記12s

貸借差額 3,190 ☆ 24

売　上　高

営業外収益

50,000＋30,000－10,000＝ 70,000 ☆ 17
前記10

2,000＋1,000－800＝ 2,200 ☆ 21
前記 6

連結株主資本等変動計算書（利益剰余金） （単位：千円）
配　当　金

当期末残高

2,000＋1,000－200－800＝ 2,000 ☆ 32
前記 6 前記 6

貸借差額 63,500 ☆ 33

当期首残高

親会社株主に帰属
する当期純利益

58,000※＋45,000－40,440－250＝ 62,310 ☆ 30
Ｓ社利益剰余金 前記 3 前記 9 a

連結損益計算書より 3,190 ☆ 31

※　Ｐ社利益剰余金当期首残高　60,000千円－4,000千円＋2,000千円＝58,000千円
Ｐ社利益剰余金 Ｐ社当期純利益 Ｐ社支払配当金
当 期 末 残 高
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会 　 計 　 学
第 1 問

第 2 問

問 次の各項目の金額を求めなさい。

q 退職給付費用　　　　w 退職給付引当金　　　　e 法人税等調整額

r 連結貸借対照表における退職給付に係る負債

t 連結包括利益計算書における退職給付に係る調整額（税効果の金額控除後）

第 3 問

問 1 合併直前の甲社の諸資産の帳簿価額を求めなさい。

問 2 合併時に事業Ｂに配分されるのれんの金額を求めなさい。

問 3 20X8年 3 月31日の決算にあたってのれん配分前の事業Ａを構成する資産から生じる減損損失を

求めなさい。

問 4 20X8年 3 月31日の決算にあたってのれんを含むより大きな単位で事業Ａに生じる減損損失を求

めなさい。

問 5 20X8年 3 月31日における減損損失控除後ののれんの帳簿価額を求めなさい。

予想採点基準　　点× 5 箇所＝ 5 点
点×10箇所＝20点

合計25点　

2

1

（イ） 独立処理 （ロ） 区分法

（ハ） 評価・換算差額等 （ニ） トレーディング

（ホ） 見積現金購入価額

1

1

1

1

1

q w e3,500　千円� 13,600　千円� 330　千円�

r t14,580　千円� 686　千円�

2

2 2

2 2

1,000,000 千円2

45,000 千円2

10,250 千円2

46,750  千円2

11,000 千円2
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解　説�

第 1 問

第 2 問
解説上、仕訳の金額は単位千円とする。
1 ．退職給付費用
a 勤務費用 3,400千円
s 利息費用　34,500千円× 2 ％＝690千円
d 期待運用収益　22,000千円× 3 ％＝660千円
f 数理計算上の差異（借方）の当期費用処理額　1,050千円÷15年＝70千円
g a＋s－d＋f＝3,500千円
2 ．退職給付引当金

34,500千円－22,000千円＋3,500千円－2,400千円＝13,600千円
期首退職給付債務 期首年金資産 退職給付費用 年金基金への拠出額

3 ．法人税等調整額
a 期首繰延税金資産（34,500千円－22,000千円）×30％＝3,750千円

期首退職給付債務 期首年金資産

s 期末繰延税金資産　13,600千円×30％＝4,080千円
前記 2

d 法人税等調整額　s－a＝330千円（貸方）
4 ．連結貸借対照表における退職給付に係る負債

13,600千円＋(1,050千円－70千円)＝14,580千円
前記 2 未認識数理計算上の差異

1 ．為替予約が付された外貨建取引であっても、外貨建取引と為替予
約とを別々の取引とみなし、それぞれについて会計処理を行うのが
原則である。この処理を（独立処理）という。

2 ．転換社債型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債の発行にと
もなう払込金額は、社債の対価部分と新株予約権部分に分けて処理
を行う。この処理方法を（区分法）という。

3 ．その他有価証券については時価をもって貸借対照表価額とし、そ
の評価差額は洗い替え方式によって純資産の部にその他有価証券評
価差額金として計上する。ただし、当該評価差額は、連結貸借対照
表では純資産の部のその他の包括利益累計額の区分に計上されるの
に対して、個別貸借対照表では（評価・換算差額等）の区分に計上
される。

4 ．当初から販売の努力を行う意図をもたずに、短期間の価格変動に
より利益を得ることを目的として保有する棚卸資産を（トレーディ
ング）目的で保有する棚卸資産といい、こうした棚卸資産について
は市場価格にもとづく価額をもって貸借対照表価額とし、帳簿価額
との差額は当期の損益として処理する。

5 ．ファイナンス・リース取引の借手の会計処理においては、リース
物件の貸手の購入価額等が明らかでない場合、リース料総額の割引
現在価値と（見積現金購入価額）とのいずれか低い方の額で、リー
ス物件とこれに係る債務をリース資産およびリース債務として計上
しなければならない。

払込資本を増加させる可

能性のある部分を含む複

合金融商品に関する会計

処理・21参照

貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準

等の適用指針・3 参照

棚卸資産の評価に関する

会計基準・60参照

金融商品に関する会計基

準・25、金融商品会計に

関する実務指針・167参照

リース取引に関する会計

基準の適用指針・22s参

照
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5 ．連結包括利益計算書における退職給付に係る調整額（税効果の金額控除後）
(1,050千円－70千円)×( 1 －30％)＝686千円

未認識数理計算上の差異

〈参 考〉 各仕訳
1 ．個別会計における仕訳
a 退職給付費用の計上（数理計算上の差異の費用処理額を含む）

（退 職 給 付 費 用） 3,500 （退 職 給 付 引 当 金） 3,500
s 年金基金への拠出額

（退 職 給 付 引 当 金） 2,400 （現 　 金 　 預 　 金） 2,400
d 年金基金からの支給額

仕 　 訳 　 不 　 要
f 税効果会計

（繰 延 税 金 資 産） 330 （法 人 税 等 調 整 額） 330
2 ．連結会計における仕訳
a 退職給付に係る負債への科目振替え

（退 職 給 付 引 当 金） 13,600 （退職給付に係る負債） 13,600
s 数理計算上の差異の振替え

（繰 延 税 金 資 産） 294 （退職給付に係る負債） 980
（退職給付に係る調整額） 686

第 3 問
問 1 合併直前の甲社の諸資産の帳簿価額

1,480,000千円－480,000千円＝1,000,000千円
合併直後の甲社貸借対照表の諸資産から乙社の諸資産（時価）を控除して算定する。

問 2 合併時に事業Ｂに配分されるのれんの金額

180,000千円× ＝45,000千円

合併直後の甲社貸借対照表ののれんを合併直前における各事業の価値の割合により算定する。
問 3 ～問 5 
1 ．第一段階　減損損失の認識の判定
a 事業Ａ（資産ａ 1 ）
q 20X8年 3 月31日の帳簿価額

240,000千円－240,000千円÷10年× 7 年＝72,000千円
経過年数

w 割引前将来キャッシュ・フロー　79,000千円
e q＜w ∴ 減損損失を認識しない

s 事業Ａ（資産ａ 2 ）
q 20X8年 3 月31日の帳簿価額

120,000千円－120,000千円÷10年× 7 年＝36,000千円
経過年数

w 割引前将来キャッシュ・フロー　30,000千円
e q＞w ∴減損損失を認識する

d 事業Ｂ（資産ｂ 1 ）
q 20X8年 3 月31日の帳簿価額

80,000千円－80,000千円÷10年× 7 年＝24,000千円
経過年数

w 割引前将来キャッシュ・フロー　28,000千円
e q＜w ∴減損損失を認識しない

130,000千円
390,000千円＋130,000千円
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f 事業Ｂ（資産ｂ 2 ）
q 20X8年 3 月31日の帳簿価額

40,000千円－40,000千円÷10年× 7 年＝12,000千円
経過年数

w 割引前将来キャッシュ・フロー　17,000千円
e q＜w ∴減損損失を認識しない

2 ．減損損失の測定
a 事業Ａ（資産ａ 2 ） 36,000千円－25,750千円＝10,250千円（問 3 ）

帳簿価額 回収可能価額

3 ．第二段階 のれんを含むより大きな単位での減損損失の認識・測定
a 事業Ａ
q 20X8年 3 月31日ののれんの帳簿価額

q 180,000千円× ＝135,000千円

w 135,000千円－135,000千円÷10年× 7 年＝40,500千円
経過年数

w 20X8年 3 月31日の帳簿価額の合計額
72,000千円＋36,000千円＋40,500千円＝148,500千円

資産ａ 1 資産ａ 2 のれん

e 割引前将来キャッシュ・フローの合計額　79,000千円＋30,000千円＝109,000千円
r w＞e ∴減損損失を認識する
t 減損損失の測定　148,500千円－(76,000千円＋25,750千円)＝46,750千円（問 4 ）

帳簿価額の合計額 回収可能価額の合計額

y のれんの減損損失の測定　

46,750千円－10,250千円＝36,500千円
減損損失の合計 資産ａ 2 負担減損損失

s 事業Ｂ
q 20X8年 3 月31日ののれんの帳簿価額

45,000千円－45,000千円÷10年× 7 年＝13,500千円
経過年数

w 20X8年 3 月31日の帳簿価額の合計額
24,000千円＋12,000千円＋13,500千円＝49,500千円

資産ｂ 1 資産ｂ 2 のれん

e 割引前将来キャッシュ・フローの合計額　28,000千円＋17,000千円＝45,000千円
r w＞e ∴減損損失を認識する
t 減損損失の測定　49,500千円－(27,000千円＋16,000千円)＝6,500千円

帳簿価額の合計額 回収可能価額の合計額

全額をのれんが負担することになる
d 20X8年 3 月31日における減損損失控除後ののれんの帳簿価額

40,500千円－36,500千円＋13,500千円－6,500千円＝11,000千円（問 5 ）
前記 3 aq 前記 3 ay 前記 3 sq 前記 3 st

390,000千円
390,000千円＋130,000千円
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工 業 簿 記

予想採点基準　　点× 3 箇所＝ 3 点　
点×11箇所＝22点　

合計25点
2

1

問 1 

2,600 ☆ 1 円／個

問 2 

問 3

問 4

問 5

2

2

2

a 422 ☆ 2

s 595 ☆ 3

kg

時間

2

2

2

q 680,000 ☆ 4

w 60,000 ☆ 5

e 2,000 ☆ 6

月 　 次 　 損 　 益

売 上 原 価 （ 5,248,330 ☆ 7 ） 売　　上　　高 7,000,000

営　　業　　費 （ 389,200 ☆ 8 ）

営 業 利 益 （ 1,362,470 ☆ 9 ）

7,000,000 7,000,000

1

2

2

月 　 次 　 損 　 益

売 上 原 価 （ 8,480,000 ☆10） 売　　上　　高 11,200,000

営　　業　　費 （ 2,414,700 ☆11）

営 業 利 益 （ 305,300 ☆12）

11,200,000 11,200,000

内部利益控除 （ 60,000 ☆13） 本社営業利益 （ 305,300 ）

全社的営業利益 （ 1,607,770 ☆14） 工場営業利益 （ 1,362,470 ）

（ 1,667,770 ） （ 1,667,770 ）

1

2

1

2

2
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1 ．Ａ製品 1 個当たりの標準原価（原価標準）

a 製造間接費の標準配賦率

標準配賦率　2,480,000円÷620時間＝＠4,000円

固 定 費 率　1,488,000円÷620時間＝＠2,400円

変 動 費 率　＠4,000円－＠2,400円＝＠1,600円

s Ａ製品 1 個当たりの標準原価（原価標準）

直接材料費　0.2kg×＠4,000円 ＝ 800円

直接労務費　0.3時間×＠2,000円＝ 600円

製造間接費　0.3時間×＠4,000円＝1,200円

合　計　　　　　　　　　 2,600円 ☆ 1

2 ．生産および販売データ（単位：個）

a 工場

s 本社

3 ．当月の直接材料の標準消費量および標準直接作業時間

直接材料の標準消費量　2,100個×0.2kg＝420kg

標準直接作業時間　2,000個×0.3時間＝600時間

4 ．直接材料の実際消費量および実際直接作業時間

a 直接材料の実際消費量

（標準消費量－実際消費量）×標準価格＝材料消費量差異

（420kg－実際消費量）×＠4,000円＝－8,000円

420kg－実際消費量＝－ 2 kg

実際消費量＝422kg ☆ 2

※　借方差異であるため標準消費量420kgに 2 kgを加えて422kgとなる。

s 実際直接作業時間

（標準直接作業時間－実際直接作業時間）×標準賃率＝直接作業時間差異

（600時間－実際直接作業時間）×＠2,000円＝＋10,000円

600時間－実際直接作業時間＝ 5 時間

実際直接作業時間＝595時間 ☆ 3

※　貸方差異であるため標準直接作業時間600時間から 5 時間を差し引き595時間となる。

解　説�

生産データ�

月初�

当月�

200－   100

2,100－2,000

完成�

月末�

1,900－1,900

400－   200

外部販売�

1,500個�

本社へ販売�

500個�

販売データ�

月初�

完成�

300

1,900

販売�

月末�

2,000

200

Ａ製品販売データ�

月初�

購入�

0

500

販売�

月末�

400

100

Ｂ商品販売データ�

月初�

購入�

400

1,000

販売�

月末�

1,200

200
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5 ．残高試算表の推定

a 仕掛品勘定残高（①）

400個×＠800円＋200個×＠600円＋200個×＠1,200円＝680,000円 ☆ 4

s 操業度差異（②）

（595時間－620時間）×＠2,400円＝60,000円（借方差異）☆ 5

d 製造間接費予算差異（③）

工場の残高試算表の貸借差額より2,000円（貸方差異）☆ 6

6 ．工場の月次損益勘定

a 売上原価

q 原価差異総額

借方差異　6,330円＋8,000円＋6,000円＋60,000円＝80,330円

貸方差異　10,000円＋2,000円＋20,000円　 ＝32,000円

48,330円

w 原価差異加減後の売上原価

5,200,000円＋48,330円＝5,248,330円 ☆ 7

s 営業費

q 棚卸減耗費（200個－198個）×＠2,600円＝5,200円

w 貸倒引当金繰入　1,600,000円× 1 ％－12,000円＝4,000円

e 営業費　210,000円＋150,000円＋5,200円＋4,000円－30,000円＋50,000円＝389,200円 ☆ 8

資料 9 より

d 営業利益

7,000,000円－5,248,330円－389,200円＝1,362,470円 ☆ 9

7 ．企業全体としての月次損益勘定

a 本社の売上原価

Ａ製品　400個×＠3,200円（工場からの仕入原価）＝1,280,000円

Ｂ商品　1,200個×＠6,000円（外部からの仕入原価）＝7,200,000円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,480,000円 ☆10

s 本社の営業費

q Ｂ商品棚卸減耗費 （200個－197個）×＠6,000円＝18,000円

w 貸倒引当金繰入　2,800,000円× 1 ％－16,000円＝12,000円

e 営業費　1,212,000円＋900,000円＋18,000円＋200,000円＋12,000円＋72,700円＝2,414,700円 ☆11

資料 7 より 資料 9 より

d 本社の営業利益

11,200,000円－8,480,000円－2,414,700円＝305,300円 ☆12

f 内部利益控除額

本社のＡ製品月末棚卸高に内部利益（工場が付した利益）が含まれているため控除する。

100個×（＠3,200円－＠2,600円）＝60,000円 ☆13

g 全社的営業利益

1,362,470円＋305,300円－60,000円＝1,607,770円 ☆14
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原 価 計 算

予想採点基準　　点×17箇所＝17点
点× 4 箇所＝ 8 点

合計25点　

2

1

問題 1 

問 1 

①　製品Ｖ－ 2 の総原価 7,300,000 ☆ 1 円

②　製品Ｖ－ 2 のマークアップ率 25 ☆ 2 ％

③　製品Ｖ－ 2 の単位当たり販売価格 1,825 ☆ 3 円

問 2 

④　新製品Ｘの単位当たり目標原価 1,500 ☆ 4 円

⑤　新製品Ｘの総原価 12,500,000 ☆ 5 円

⑥　削除すべき原価総額 500,000 ☆ 6 円

問 3 

⑦　バリュー・エンジニアリング　　　バリュー・チェーン　　　バリュー・プロポジション　

⑧　新製品Ｘの営業利益 3,500,000 ☆ 7 円　

⑨　新製品Ｘの方が 1.875 ☆ 8 パーセントポイント高い　

⑩　目標原価　　　　成行原価　　　　標準原価

⑪　原価企画　　　　原価改善　　　　原価維持

問題 2 

問 1 

問 2

④

2

2

1

1

2

1

1

2

1

1

1

q Ｂ w Ａ e Ｂ r Ａ t Ｂ

y Ａ u Ａ i Ａ o Ｂ

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1
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問題 1 

1 ．間接費の配賦

a 製造間接費（配賦基準：機械作業時間＋検査時間）

s マーケティング・コスト（配賦基準：広告宣伝回数）

d 配給コスト（配賦基準：出荷包装回数）

2 ．各製品の総原価

製品Ｖ－ 2 新製品Ｘ

研 究 開 発 費 500,000円 2,452,000円

設　　計　　費 800,000円 1,025,000円

直 接 材 料 費 3,500,000円 5,500,000円

直 接 労 務 費 500,000円 250,000円

製 造 間 接 費 475,000円 798,000円

マーケティング・コスト 625,000円 1,875,000円

配 給 コ ス ト 900,000円 600,000円

合　　　　計 7,300,000円 ☆ 1 12,500,000円 ☆ 5

生産・販売数量見込 5,000単位 8,000単位

単位当たり総原価 ＠1,460円 ＠1,562.5円

3 ．製品Ｖ－ 2 の単位当たり販売価格

a 製品Ｖ－ 2 のマークアップ率

0.2÷( 1 －0.2)＝0.25（25％）☆ 2
利 益 原 価

s 製品Ｖ－ 2 の単位当たり販売価格

＠1,460円×( 1 ＋0.25)＝＠1,825円 ☆ 3

4 ．新製品Ｘの削減すべき原価総額

a 新製品Ｘの単位当たり目標原価

＠2,000円×( 1 －0.25)＝＠1,500円 ☆ 4

s 目標原価総額

8,000単位×＠1,500円＝12,000,000円

d 新製品Ｘの削減すべき原価総額

12,500,000円－12,000,000円＝500,000円 ☆ 6

5 ．新製品Ｘの営業利益

8,000単位×＠2,000円－12,500,000円＝3,500,000円 ☆ 7

16,000,000円

解　説�

1,273,000円
25時間＋42時間�

25時間＝475,000円（製品Ｖ－ 2 ）

42時間＝798,000円（新製品Ｘ）�
×�

2,500,000円�
 5 回＋15回�

 5 回＝   625,000円（製品Ｖ－ 2 ）

15回＝1,875,000円（新製品Ｘ）
×�

1,500,000円
90回＋60回

90回＝900,000円（製品Ｖ－ 2 ）

60回＝600,000円（新製品Ｘ）
×�

000-038028-A-P117-122  2022.12.19 17:45  ページ 121



122

解
答
・
解
説

第149回　解答･解説

6 ．新製品Ｘの売上高営業利益率

3,500,000円÷16,000,000円＝0.21875（21.875％）

∴ 製品Ｖ－ 2（20％）よりも新製品Ｘの方が1.875パーセントポイント高い。 ☆ 8

問題 2 

解答参照
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